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様式１ 

参 加 表 明 書 

 

 

（業務名）八十里越交流拠点エリア整備事業基本設計及び実施設計業務　 

 

令和８年７月 31 日付けで公告のあった標記業務の受託者選定手続に関して、当

設計事務所は本受託者選定手続の参加資格を全て満たしておりますので、関係資

料を添えて参加表明書を提出します。 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和  年  月　日 

 

　（宛先）三条市長 

 

 

 

（提出者）　住 所： 

商号又は名称： 

代 表 者 氏 名：　　　　　      　　　　　　○印 

担 当 者 氏 名： 

電 話 番 号： 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号： 

電子メールアドレス： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※　三条市内に本社又は本店を有する者以外の者にあっては、様式１－２も併せ

て提出すること。 

 受付番号 

（市記入欄）
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様式１－２ 

特定共同企業体に関する誓約書 

 

私は、受託予定者として選定された場合、契約締結までに、三条市内に本社又

は本店を有する一級建築設計事務所（令和７・８年度三条市建設コンサルタント

等業務入札参加資格者名簿に一級建築設計で登録されている者に限る。）一者以上

と特定共同企業体を結成することを誓約します。 

 

 

令和　年　月　日 

 

　（宛先）三条市長 

 

 

 

（提出者）　住 所： 

商号又は名称： 

　　　　　　　　　　　　　　 代 表 者 氏 名： 
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様式１－３ 

参 加 表 明 書 受 領 書 

 

　（業務名）八十里越交流拠点エリア整備事業基本設計及び実施設計業務　の受

託者選定手続の参加表明書を受領いたしました。 

 

 

 

 

 

（提出者） 

　　　　　　　　　　　　　住　　　　所 

　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

 

 

 

 
受　付　印
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様式２ 

設 計 事 務 所 の 概 要 

 

（業務名）八十里越交流拠点エリア整備事業基本設計及び実施設計業務　 

 

１　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 

 

２　一級建築士事務所登録番号　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 

 

３　管理技術者及び各主任担当技術者 

 

４　設計事務所の体制（技術職員数、資格等） 

注意事項 

　１　複数の分野を担当する職員は、最も専門とする分野に記入すること。 

　２　複数の資格を有する職員は、いずれか一つの資格の保有者として取り扱うこと。 

 分　野 氏　名 資　格

 管理技術者

 建築（総合）

 電気設備

 機械設備

 分野 資格・担当 人数 合計

 
建　　築 

（総合）

一級建築士

 二級建築士

 その他

 
建　　築 

（積算）

一級建築士

 二級建築士

 その他

 

電気設備

建築設備士・技術士

 一級電気工事施工管理技士・電気主任技術者

 二級電気工事施工管理技士・建築設備検査資格者

 消防設備士・その他

 

機械設備

建築設備士・技術士

 一級管工事施工管理技士

 二級管工事施工管理技士・建築設備検査資格者

 消防設備士・その他

 合　　　　　　計
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様式３ 

管 理 技 術 者 の 経 歴 等 

 

 

 ①氏名 ②生年月日 

年　　月　　日　　（　　　才）

 ③所属・役職名

 ④保有資格等　　実務経験年数（　　　　年） 

　・一級建築士　　　　　（登録番号：　　　　　　）　（取得年月日：　　年　月　日） 
　・　　　　　　　　　　（登録番号：　　　　　　）　（取得年月日：　　年　月　日） 
　・　　　　　　　　　　（登録番号：　　　　　　）　（取得年月日：　　年　月　日）

 ⑤平成 23 年４月以降の同種・類似業務の実績

 業務名 発注者 受注形態 業 務 概 要 施設完成年月

 同種 

類似

 

( 　　　　として従事)

 同種 

類似

 

( 　　　　として従事)

 同種 

類似

 

( 　　　　として従事)

 ⑥手持業務の状況（令和８年８月 24 日現在の手持ちの設計業務） 

合計（　　）件

 業務名 発注者 受注形態 業 務 概 要 施設完成年月

 同種 

類似

 

( 　　　　として従事)

 同種 

類似

 

( 　　　　として従事)

 同種 

類似

 

( 　　　　として従事)

 ⑦過去の受賞歴　（記載の必要：要・不要）

 受賞した賞 受賞年月 対象施設名称 用途・規模・構造 ＪＶの場合の構成員
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様式４ 

各主任担当技術者の経歴等 

 

 

 担当分野

 ①氏名 ②生年月日 

年　　月　　日　　（　　　才）

 ③所属・役職名

 ④保有資格等　　実務経験年数（　　　　年） 

　・一級建築士　　　　　（登録番号：　　　　　　）　（取得年月日：　　年　月　日） 
　・　　　　　　　　　　（登録番号：　　　　　　）　（取得年月日：　　年　月　日） 
　・　　　　　　　　　　（登録番号：　　　　　　）　（取得年月日：　　年　月　日）

 ⑤平成 23 年４月以降の同種・類似業務の実績

 業務名 発注者 受注形態 業 務 概 要 施設完成年月

 同種 

類似

 

( 　　　　として従事)

 同種 

類似

 

( 　　　　として従事)

 同種 

類似

 

( 　　　　として従事)

 ⑥手持業務の状況（令和８年８月 24 日現在の手持ちの設計業務） 

合計（　　）件

 業務名 発注者 受注形態 業 務 概 要 施設完成年月

 同種 

類似

 

( 　　　　として従事)

 同種 

類似

 

( 　　　　として従事)

 同種 

類似

 

( 　　　　として従事)

 ⑦過去の受賞歴　（記載の必要：要・不要）

 受賞した賞 受賞年月 対象施設名称 用途・規模・構造 ＪＶの場合の構成員
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様式５ 

新潟県内における公共建築物業務実績 

注意事項 

　１　管理技術者及び各主任担当技術者が担当した業務で、平成 23 年４月以降に完了した新

潟県内における公共建築物の業務実績を記載すること。 

　２　主任担当技術者欄の（　）内には、担当する業務分野を記載すること。 

 

担当者 業　　務　　名 発注者

施設の概要

設計業務

完了年月
 

用途

構造・

規模・

面積

完成年月

 管理技術者 

氏名： 

　　　　　　

㎡
年　月 年　月

 

㎡
年　月 年　月

 

㎡
年　月 年　月

 主任担当 

技術者(　　) 

氏名： 

　　　　　　

㎡
年　月 年　月

 

㎡
年　月 年　月

 

㎡
年　月 年　月

 主任担当 

技術者(　　) 

氏名： 

　　　　　　

㎡
年　月 年　月

 

㎡
年　月 年　月

 

㎡
年　月 年　月

 主任担当 
技術者(　　) 

氏名： 

　　　　　　

㎡
年　月 年　月

 

㎡
年　月 年　月

 

㎡
年　月 年　月

 主任担当 
技術者(　　) 

氏名： 

　　　　　　

㎡
年　月

年　月

 

㎡
年　月 年　月

 

㎡
年　月 年　月
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様式６ 

協力事務所の名称等 

 

 

 

 

 

 
事務所名 代表者名

 
所 在 地

 協力を受け 
る理由及び 
具体的内容

 分担業務分野

 

 
事務所名 代表者名

 
所 在 地

 協力を受け 
る理由及び 
具体的内容

 分担業務分野

 

 
事務所名 代表者名

 
所 在 地

 協力を受け 
る理由及び 
具体的内容

 分担業務分野

 

 
事務所名 代表者名

 
所 在 地

 協力を受け 
る理由及び 
具体的内容

 分担業務分野
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様式７ 

技術提案書提出書 

 

 

（業務名）八十里越交流拠点エリア整備事業基本設計及び実施設計業務　 

 

 

標記業務について、技術提案書を提出します。 

 

 

　　令和　　年　　月　　日 

 

　（宛先）三条市長 

 

 

（提出者）　住 所： 

商号又は名称： 

代表者氏名：　　　　　      　　　　　　○印 

担当者氏名： 

電 話 番 号： 

ＦＡＸ番号： 

電子メールアドレス： 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 受付番号 

(市記入欄)
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様式８　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

技術提案書（業務実施方針） 

注意事項 

　１　全体で日本産業規格Ａ４判片面縦２枚以内とし、枠等は特に設ける必要は

ない。ただし、タイトルは記載すること。 

　２　記載方法等は自由とするが、文字は読みやすさに配慮すること。 

　３　提出者（協力事務所）を特定することができる内容の記述（具体的社名

等）を記載しないこと。 

 １　業務の実施方針、取組体制、特に重視する設計上の配慮（特定テーマを除

く。）事項 

２　業務実施上の配慮事項 

 

 

 

 

 

Ａ４用紙 

（２枚以内）
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様式９　　　　　　　　　　　　　　　　 

技術提案書（特定テーマ） 

注意事項 

　１　全体で日本産業規格Ａ４判片面縦１枚とし、枠等は特に設ける必要はない。

ただし、タイトルは記載すること。 

　２　記載方法等は自由とするが、文字は読みやすさに配慮すること。 

　３　提出者（協力事務所）を特定することができる内容の記述（具体的社名

等）を記載しないこと。 

 

 国道 289 号八十里越区間の開通により新潟県の新たな玄関口となる当該施設

の今回の整備のコンセプトについて 

（重視するテーマ等、どのような価値を誰に提供する施設とするかなど） 

  

 

 

 

Ａ４用紙 

（１枚以内） 
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様式９-２　　　　　　　　　　　　　　　　 

技術提案書（特定テーマ） 

注意事項 

　１　全体で日本産業規格Ａ４判片面縦１枚とし、枠等は特に設ける必要はない。

ただし、タイトルは記載すること。 

　２　記載方法等は自由とするが、文字は読みやすさに配慮すること。 

　３　提出者（協力事務所）を特定することができる内容の記述（具体的社名

等）を記載しないこと。 

 様式９のコンセプトを実現する具体的な方策について 

（当該施設への誘導の方法や、周辺施設との連携による回遊性の向上、三条市

を軸とした広域観光の促進への寄与の仕方など） 

  

 

 

 

Ａ４用紙 

（１枚以内） 
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様式９-３　　　　　　　　　　　　　　　　 

技術提案書（特定テーマ） 

注意事項 

　１　全体で日本産業規格Ａ４判片面縦１枚とし、枠等は特に設ける必要はない。

ただし、タイトルは記載すること。 

　２　記載方法等は自由とするが、文字は読みやすさに配慮すること。 

　３　提出者（協力事務所）を特定することができる内容の記述（具体的社名

等）を記載しないこと。 

 様式９-２の方策を効果的に実践するための別紙１「八十里越交流拠点エリア

整備事業　事業概要」を踏まえた配置とデザインについて 

  

 

 

 

Ａ４用紙 

（１枚以内） 
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様式９-４　　　　　　　　　　　　　　　　 

技術提案書（特定テーマ） 

注意事項 

　１　全体で日本産業規格Ａ４判片面縦１枚とし、枠等は特に設ける必要はない。

ただし、タイトルは記載すること。 

　２　記載方法等は自由とするが、文字は読みやすさに配慮すること。 

　３　提出者（協力事務所）を特定することができる内容の記述（具体的社名

等）を記載しないこと。

 環境負荷の低減及びランニングコストの縮減について

  

 

 

 

Ａ４用紙 

（１枚以内） 

 

 



 

様式 10 

質　　　問　　　書 

 

（業務名）八十里越交流拠点エリア整備事業基本設計及び実施設計業務　 

 

標記業務の受託者選定手続について、次の項目を質問します。 

 

令和　　年　　月　　日 

　（宛先）三条市長 

 

住 所： 

商号又は名称： 

代 表 者 氏 名：　　　　　      　　　　　　 

担 当 者 氏 名： 

電 話 番 号： 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号： 

電子メールアドレス： 

 

注意事項 

　１　提出期限 

　　⑴　参加表明書に関する質問は令和８年８月 10 日（月）午後３時まで 

　　⑵　技術提案書に関する質問は令和８年９月 11 日（金）午後３時まで 

　２　質問がない場合は、質問書を提出する必要はない。

 質　問　事　項 回　　　　答

 



様式 11 

 

（特定共同企業体用） 

 

 

委　　　　任　　　　状 

 

 

 

 

　当企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を代理人と定め、次の業務に関す

る一切の権限を委任します。 

 

 

記 

 

 

業　務　名　　　八十里越交流拠点エリア整備事業基本設計及び実施設計業務 

 

 

 

 

　　　　年　　月　　日 

 

共同企業体の名称 

 住 所

 代表構成員 商号又は名称

 代 表 者 氏 名  

 
 住 所

 構成員 商号又は名称

 代 表 者 氏 名  

 



様式 11－２ 

 

（特定共同企業体用） 

 

 

委　　　　任　　　　状 

 

 

 

 

　当企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を代理人と定め、次の業務に関

する一切の権限を委任します。 

 

 

記 

 

 

業　務　名　　　八十里越交流拠点エリア整備事業基本設計及び実施設計業務 

 

 

 

 

　　　　年　　月　　日 

 

共同企業体の名称 

 住 所

 代表構成員 商号又は名称

 代 表 者 氏 名

 

 住 所

 構成員 商号又は名称

 代 表 者 氏 名

 

 住 　 所

 構成員 商号又は名称

 代 表 者 氏 名



様式 12 
 

暴力団等の排除に関する誓約書 
　　　  

年 　月 　日 
 

甲 三条市長　様 
 

 特定共同企業体 
住　所　 

 
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　 

 
私は、次の事項について、いずれにも該当しないことを誓約いたします。 
また、次の事項に該当することとなった場合には、速やかに届け出るとともに、入札参加

資格の取り消しなど、三条市の行う一切の措置について異議申し立てを行いません。 
 
１　乙の構成員（構成員が個人である場合にはその者）又は構成員の役員等（法人である場

合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他これらと同等の責任を有する者をいい、

法人以外の団体である場合は代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。）

は、次のいずれにも該当することはありません。 
(1)　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。

以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 
(2)　暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 
(3)　暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者 
(4)　自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第

三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者 
(5)　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は

積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 
(6)　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者 
(7)　(3)から(6)に掲げる者のほか、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係

を有する者 
２　１の誓約事項に虚偽の内容があった場合又は以下(1)若しくは(2)に該当する場合には、

三条市に契約の解除権及びこれに伴う違約金が生じることを認めます。 
(1)　下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が１(1)～

(7)のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められると

き。 
(2)　乙が、１(1)～(7)のいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購入契約そ

の他の契約の相手方としていた場合(２(1)に該当する場合を除く｡)に、甲が乙に対し

て当該契約の解除を求め、乙がこれに従わなかったとき。 

（代表者） 
乙



様式 12 
 

暴力団等の排除に関する誓約書 
令和○年○月○日 

 
甲 三条市長　様 
 

○○・△△特定共同企業体 
住　所　三条市○○　○△番△□号 

株式会社　○○ 
氏　名　代表取締役　○○　○○　　　　 

 
私は、次の事項について、いずれにも該当しないことを誓約いたします。 
また、次の事項に該当することとなった場合には、速やかに届け出るとともに、入札参加

資格の取り消しなど、三条市の行う一切の措置について異議申し立てを行いません。 
 
１　乙の構成員（構成員が個人である場合にはその者）又は構成員の役員等（法人である場

合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他これらと同等の責任を有する者をいい、

法人以外の団体である場合は代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。）

は、次のいずれにも該当することはありません。 
(1)　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。

以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 
(2)　暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 
(3)　暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者 
(4)　自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第

三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者 
(5)　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は

積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 
(6)　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者 
(7)　(3)から(6)に掲げる者のほか、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係

を有する者 
２　１の誓約事項に虚偽の内容があった場合又は以下(1)若しくは(2)に該当する場合には、

三条市に契約の解除権及びこれに伴う違約金が生じることを認めます。 
(1)　下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が１(1)～

(7)のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められると

き。 
(2)　乙が、１(1)～(7)のいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購入契約そ

の他の契約の相手方としていた場合(２(1)に該当する場合を除く｡)に、甲が乙に対し

て当該契約の解除を求め、乙がこれに従わなかったとき。

記載例

（代表者） 
乙


